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令和3年度　ディスクロジャー



１．直近の事業年度における事業の概況

２



注１）経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

注２）当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

注３）「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」

（平成18年金融庁・農水省告示第2号）に基づき算出しております。

単 体 自 己 資 本 比 率 28.44% 26.56% 24.85% 25.85% 25.87%

職 員 数 159 154 152 152 146

事業利用分量配当金 145 115 － 80 131

出 資 配 当 金 43 44 45 45 46

剰 余 金 配 当 金 額 188 159 45 125 177

有 価 証 券 残 高 － － － － －

貸 出 金 残 高 14,095 14,568 14,913 15,325 14,543

貯 金 等 残 高 64,200 65,399 68,676 69,123 71,971

総 資 産 額 83,766 87,467 89,746 90,701 93,916

純 資 産 額 11,883 12,130 11,438 11,749 11,921

出 資 口 数 8.8 8.9 9.1 9.2 9.4

出 資 金 4,410 4,491 4,571 4,629 4,716

そ の 他 収 益 1,703 1,905 2,208 2,444 2,723

当 期 剰 余 金 628 429 ▲ 585 273 351

経 常 利 益 651 545 156 324 391

生 産 施 設 事 業 収 益 1,946 1,669 1,748 1,655 1,909

共 済 事 業 収 益 245 248 244 232 236

販 売 事 業 収 益 1,931 2,539 2,560 2,206 2,142

購 買 事 業 収 益 11,325 11,921 11,935 11,683 9,238

最近５年間の主な経営指標

(単位： 百万円、百万口、人、％)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

信 用 事 業 収 益 575 598 579 574 518

経 常 収 益 17,725 18,880 19,274 18,794 16,768

３



購買品供給原価 10,560,944 8,253,794

(477)

232,144 236,409

310,082 336,656

(5)その他事業管理費 16,144 16,302

事業利益

(8)購買事業費用 10,935,194 8,494,275 当期未処分剰余金 309,426 437,357

その他の収益 374,895 166,144

購買手数料 41,898 税効果積立金取崩額 27,029 42,918

修理サービス料 42,456 45,405 当期首繰越剰余金 8,650

購買品供給高 11,265,667 8,985,358 当期剰余金 273,746 351,735

(7)購買事業収益 11,683,018 9,238,806   法人税等合計 55,350 62,507

8.法人税等調整額 27,029 57,179

7.法人税・住民税および事業税 28,321 5,327

販売事業総利益 588,803 699,570

（うち貸倒引当金戻入額） － (▲ 437 ) 税引前当期利益 329,096 414,243

16,014 21,314 18 1,296

（うち貸倒引当金繰入額） (215) (3)その他の特別損失 2,060 －

その他の費用 74,829 69,977 (2)固定資産圧縮損 681,510 29,537

販売品集荷費 5,452 5,795

68,994 78,057 683,588 30,833

29,537

(1)固定資産処分益 6,686 10,965

販売品販売原価 1,450,953 1,267,645 － 13,443

その他の収益 194,934 237,778

(6)販売事業費用 1,617,352 1,442,790 (2)一般補助金 68,150

884

(3)雑損失 5,339 14,959

15,648

販売手数料 414,970 465,999

販売品販売高 1,567,604 1,400,929 (5)貸倒引当金戻入 (▲ 29 )

(2)寄付金 84,007

4.事業外費用 107,057

(1)支払雑利息共済事業総利益 222,490 226,997 17,738

31,580

その他の費用 1,625 1,568

（うち貸倒引当金戻入額） － (▲ 1 )

共済推進費用 8,028 7,843 (4)雑収入 45,133 12,325

共済借入金利息 0 0 (3)賃貸料 32,262 30,330

(4)共済事業費用 9,653 9,412 (2)受取配当金 42,660 42,533

(1)受取雑利息 1,406 865

3.事業外収益 121,462 86,054

共済貸付金利息 0 0

その他の収益 17,671 19,908

共済付加収入 214,473 216,501

(4)施設費 960,279 1,013,367

(3)諸税負担金 132,327 125,341

信用事業総利益 507,381 470,112 (2)業務費 133,488 137,566

（うち貸倒引当金繰入額） 2.事業管理費 2,488,586 2,566,068

（うち貸倒引当金戻入額） － (▲ 2,863 ) (1)人件費 1,246,346 1,273,489

その他経常費用 3,145 ▲393

その他事業直接費用 32,018 31,532 営農指導収支差額 115,352 113,742

役務取引等費用 8,596 7,926 (14)指導事業支出 110,008 120,935

（うち借入金利息） (837) (768) (13)指導事業収入 225,361 234,678

（うち給付補てん備金繰入） (8) (4)

（うち組勘支払利息） (34) (43) 利用事業総利益 475,727 580,387

（うち貯金利息） (22,402) (8,781) (12)利用事業費用 1,180,178 1,328,646

資金調達費用 23,283 9,597 (11)利用事業収益 1,655,906 1,909,033

141,088 67,384

67,043 48,662

食品販売事業総利益

(2)信用事業費用

（うち貸倒引当金戻入額） (▲ 53 )

その他経常収益 11,450 11,005 （うち貸倒引当金繰入額） (38)

役務取引等収益 26,318 29,298 2,059,345 2,400,660

0 0 直売所費用 18,874 20,430

加工品製造原価

その他事業直接収益

（うち受取奨励金） (290,612) (272,430) (10)食品販売事業費用 2,078,219 2,421,090

（うち貸出金利息） (186,019) (176,876) 直売所収益 46,966 47,888

（うち組勘受入利息） (55,755) (27,451) 加工品売上高 2,172,341 2,440,586

（うち預金利息） (4,268) (1,712) (9)食品販売事業収益 2,219,307 2,488,474

（うち貸倒引当金戻入額） (▲ 834 )

資金運用収益 536,655 478,470

(1)信用事業収益 574,424 518,774 購買事業総利益 747,824 744,530

16,368,837 その他の費用 315,927 181,695

13,466,112 （うち貸倒引当金繰入額） － (140)

財務諸表（損益計算書）
（単位：千円）

金額 金額

科目 令和2年度 令和3年度 科目 令和2年度 令和3年度

42,702

(5)販売事業収益

経常利益

利用費用 (1)固定資産処分損

遡及処理後当期首繰越剰余金 －

2,206,155 2,142,361 (4)貸倒引当金繰入 － (88)

5.特別利益 688,196 53,947

利用収益 28,646 37,653 324,488 391,129

(3)その他の特別利益

支払調整改装費 6.特別損失

(3)共済事業収益

修理サービス費

事業費用 15,997,649

1.事業総利益 2,798,669 2,902,724 購買配達費 54,573 54,083

3,749 4,702

事業収益 18,798,318

４



財務諸表（貸借対照表）

合 計 90,701,319 93,916,888 90,701,319 93,916,888合 計

繰 延 税 金 資 産 19,528 3,932

3,449,285 3,363,999外 部 出 資 金

固 定 資 産 出 資 金

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 引 当 金 ▲ 18,613,146 ▲ 19,037,626 評 価 差 額 金 403,207 331,750

無 形 固 定 資 産 44,403 37,008 処 分 未 済 持 分 ▲ 15,874 ▲ 48,350

27,369,616 27,470,761 利 益 剰 余 金 6,732,233 6,921,301

8,800,873 8,470,143 4,629,872 4,716,564

貸 倒 引 当 金 ▲ 39 ▲ 127 11,749,438 11,921,265

560,480 301,784雑 資 産

組 合 員 資 本

560,441 301,657 諸 引 当 金 317,926 228,759

貸 倒 引 当 金 ▲ 6,542 ▲ 6,284 雑 負 債 991,341 881,468

雑 資 産

経 済 事 業 債 権

経 済 事 業 債 権

棚 卸 資 産 3,775,653 4,131,739 雑 負 債 1,309,267 1,110,227

そ の 他 事 業 債 権 933,449 2,127,277

1,749,034 2,083,158

6,451,595 8,335,891 経 済 事 業 借 入 金 4,615,134 3,913,567

貸 倒 引 当 金 ▲ 2 -                      経 済 事 業 債 務 3,278,397 4,496,730

3,720 3,202 経 済 事 業 債 務 7,893,531 8,410,297共 済 事 業 資 産

3,718 3,202 未経過共済付加収入 90,216 2,094

貸 倒 引 当 金 ▲ 48,769 ▲ 45,906 共 済 資 金 79,424 176,837

共 済 事 業 資 産

その他信用事業資産 91,760 88,200 共 済 事 業 負 債 169,640 178,931

偶 発 債 務 見 返 41,733 36,585 債 務 保 証 41,733 36,585

( う ち 組 勘 借 方 残 ) 2,215,498 -                      その他信用事業負債 114,743 42,191

貸 付 金 15,325,617 14,543,418 借 入 金 299,962 245,853

預 金 55,554,377 58,398,412 ( う ち 組 勘 貸 方 残 ) 3,149,472 -                      

現 金 406,753 417,350 貯 金 69,123,000 71,971,535

信 用 事 業 資 産 71,371,472 73,438,061 信 用 事 業 負 債 69,579,440 72,296,166

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 ・ 純 資 産 の 部

科目 令和2年度 令和3年度 科目 令和2年度 令和3年度

５



自己資本の状況

（単体自己資本比率）
（単位：百万円）

令和2年度 令和3年度

基本項目(A)=(B)-(C) （Ａ） 11,220 11,412

資本勘定 （Ｂ） 11,220 11,412

営業権相当額 （Ｃ） － －

補完的項目対象額(D)=(E)+(F)+(G) （Ｄ） 55 52

貸倒引当金 （Ｅ） 55 52

土地の再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額
（Ｆ） － －

４５％相当額

負債性資本調達手段 （Ｇ）

補完的項目 （Ｈ） 55 52

控除項目 （Ｉ） 44 37

自己資本(J)=(A)+(H)-(I) （Ｊ） 11,231 11,427

リスクアセット(K)=(L)+(M)+(N) （Ｋ） 43,446 39,161

資産 （Ｌ） 38,481 39,124

オフ・バランス取引 （Ｍ） 41 36

オペレーショナル・リスク （Ｎ） 4,924 5,003

自己資本比率(J)/(K) 25.85% 25.87%

　　（１０）連結自己資本比率

ＪＡめむろは連結財務においても自己資本の充実に努めています

　令和4年3月末決算に基づく、ＪＡめむろの連結自己資本比率は25.79%と、早期是正措置

適用基準の4%を大きく上回っており、経営上高い健全性を示しています。

（単位：百万円）

令和2年度 令和3年度

基本的項目 （Ａ） 11,276 11,467

資本勘定（外部流出額を除く） 11,276 11,467

営業権相当額 － －

償却見込額 － －

補完的項目 （Ｂ） 55 52

貸倒引当金 55 52

土地の再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額
－ －

４５％相当額

負債性資本調達手段 － －

控除項目 （Ｃ） 44 37

金融機関相互間の資本調達手段の運用的な持合
－ －

い相当額

自己資本(D)=(A)+(B)-(C) （Ｄ） 11,287 11,483

リスクアセット （Ｅ） 43,770 44,511

資産（オン・バランス）項目 38,430 39,061

自己資本比率(D)/(E) 25.78% 25.79%

（注１）上記は農協法第１１条の２に基づく金融庁・農林水産省告示に定められた算式に基づいて

　　　　算定したものです。

（注２）リスクアセットは、個々の資産残高やオフ・バランス取引の想定元本に所定のリスクウ

オフ・バランス項目 41 36

オペレーショナル・リスク 5,297 5,413

　　　　エイトをかけて算出します。

６



売上金額の1.5％肥 料 33,936

免 税 軽 油 18,523 売上１リットルにつき4円

配当金額

131,199

配当基準

出 資 配 当 金 45,687 46,098

令 和 2 年 度 1.00%

事 業 分 量 配 当 金 79,684

次 期 繰 越 利 益 剰 余 金 80,000 60,000

〔出資配当率〕

当 期 首 繰 越 剰 余 金

当 期 剰 余 金

特 別 積 立 金 （ 事 業 基 盤 強 化 積 立 金 ） 49,055 129,059

229,426 377,357

税 効 果 積 立 金 取 崩 額 27,029 42,918

剰余金処分計算書

309,426 437,357

8,650 42,702

令和3年度

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

229,426 377,357

（単位：千円）

内訳 令和2年度

剰 余 金 処 分 額

利 益 準 備 金

273,746 351,735

131,199

小 計

55,000 71,000

〔目的積立金の概要〕

目的積立金の概要

令 和 3 年 度 1.00%

〔事業分量配当金明細〕
（単位：千円）

令和2年度

小 麦 48,034 製品出荷数量１俵につき８０円

事 業 分 量 配 当 金

営 農 灯 油 9,000 売上１リットルにつき3円

配当項目

農 薬 21,704 売上金額の2.0％

種 類 積 立 目 的 積立目標額 積 立 基 準 取 崩 基 準

金 融 事 業 基 盤 強 化 積 立 金 金融変動リ スク ほか 8億円 貯金残高の0.15％ 金融変動リスクほか

税 効 果 積 立 金 税 効 果 会 計 に よ る — 当期に発生した法人税等調整額 税効果会計による

事 業 基 盤 強 化 積 立 金 災害・価格 変動 ほか 30億円 当期利益の40％以内 災害・価格変動ほか

リ ス ク 管 理 積 立 金 事 業 リ ス ク ほ か 8億円 貸付金残高の0.2％ 事業リスクほか

７



第１スタンド改装

昭和６１年 小麦乾燥調整施設新設
加工馬鈴薯集出荷貯蔵施設新設（大成地区）

昭和６２年 牛蒡選別施設新設

昭和６０年 農協信用事業オンラインシステム稼働
全国農協貯金ネットサービスシステム稼働

昭和６３年 十勝地域農業情報システム稼働

昭和５４年 組合長高橋雄之助勇退　（二代目）組合長矢野征男就任
昭和５６年 農産部事務所新築
昭和５９年 全国銀行内国為替制度加盟

玉葱貯蔵庫選別施設新設
昭和５３年 農協設立３０周年記念式典挙行

本部事務所増改築

昭和５２年 生活店舗新築
農機具格納庫新設
種子小麦乾燥施設新設

昭和５１年 西高岩大豆生産組合が全国農協中央会会長賞受賞
西北伏古小麦採種組合が全国農協中央会会長賞受賞
生産資材事務所・資材店舗新築、倉庫・農薬庫新設

昭和４８年 食用馬鈴薯貯蔵庫新設
豆類貯溜施設新設

昭和５０年 食用馬鈴薯粗選別荷受施設新設・精選別機導入

昭和４４年 農薬倉庫及び青果庫新設
昭和４５年 苫小牧農業倉庫新設
昭和４６年 小麦予備乾燥貯溜施設新設

昭和４３年 農協設立２０周年記念式典挙行
農協だより（のち〝夢あぐり〟に改名）
肥料保管倉庫新設

昭和３９年 芽室町大火により倉庫１１棟焼失
第２スタンド新設オープン

昭和４０年 高橋雄之助組合長参議院議員に当選

昭和３６年 全国中央会より成績優良農協として特別表彰
昭和３７年 芽室町農協青年部設立
昭和３８年 農業構造改善事業穀類調整工場竣工

昭和３０年 名古屋支所廃止（ホクレンに吸収）
昭和３１年 第１スタンド新設オープン
昭和３２年 本部事務所新築

農林大臣、全国指導連より出資増加運動成績優秀につき表彰
昭和２８年 芽室町農協婦人部連絡協議会設立（のちＪＡめむろ女性部）
昭和２９年 全国共済連より生命共済事業推進成績優秀につき表彰

初代組合長　　高橋　雄之助
昭和２６年 名古屋支所設置
昭和２７年 大蔵大臣・日銀総裁より優良貯蓄農協として表彰

冷害などの厳しい試練の中、農業発展と安定のため努力を重ね、広大な十勝平野

の中央地帯に大型機械と、高度な営農技術の導入による近代化経営の実現を図っ

てまいりました。

〔 年 表 〕

昭和２３年 農業協同組合法に基づく芽室町農業協同組合設立

ＪＡめむろの沿革・あゆみ

　明治４２年の美蔓産業組合を初めとし、各地帯に産業組合が設立されました。

　以降、農業会を経て終戦後の混乱と、民主化の嵐の中で昭和２３年３月、芽室

一円を区域とする芽室町農業協同組合が設立されました。

　設立当初より「協力一致」を基に、組合員が組合に結集し、幾多の経済変動、
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種馬鈴薯集出荷貯蔵施設増設（新生地区）
めむろ高齢者介護複合施設新設
矢野征男名誉組合員　旭日小綬章を受賞

加工馬鈴しょ貯蔵庫新設
青果物貯蔵施設新設

平成２５年 小麦種子センター増強・増設（新生地区）
にんにく選別施設新設（西士狩地区）

平成２７年 穀類調整施設新設、金融中央店増築
平成２８年 台風１０号大雨被害
平成３０年 農産物処理加工施設　新設
令和　元年 組合長辻勇勇退　（四代目）組合長宇野克彦就任

西士狩多目的倉庫新設
農産物集出荷貯蔵施設新設

令和　２年 加工用馬鈴しょ集出荷貯蔵施設新設（坂の上地区）
種子馬鈴薯貯蔵施設新設（新生地区）

農産物貯蔵庫新設
平成２３年 ジェイエイめむろフーズ㈱冷凍凍結庫・冷凍保管庫新設
平成２４年

複合商業施設「みのり～む」グランドオープン
肥料倉庫新設

平成２１年 組合長矢野征男勇退　（三代目）組合長辻勇就任
金融中央店移転新築

平成２２年

平成１９年 新本部事務所、資材センター落成
旧本部事務所跡金融中央店開設
第２スタンド改築セルフ化、第１スタンド移転新築セルフ化

平成１６年 堆肥センター稼動
平成１７年 農産物貯蔵倉庫新設
平成１８年 ファーマーズマーケット新築オープン

平成１４年 野菜集出荷貯蔵施設新設（西士狩地区）
平成１５年 農産物貯蔵倉庫新設

食用馬鈴薯選別荷受施設新設・空洞感知選別機導入

平成１１年 小麦乾燥施設（第２センター）新設
平成１２年 種子小麦乾燥施設改修
平成１３年 加工馬鈴薯集出荷貯蔵施設新設（大成地区）

Ａコープ本店がレギュラー会社（株式会社エーコープ道東）に
運営移管

平成１０年 農協設立５０周年記念式典挙行

平成　９年 農業振興センター開設
鉄南金融店舗開設
第２スタンド改装

平成　５年 農産物処理加工施設〝ジェイエイめむろフーズ株式会社〟設立
平成　７年 菌床椎茸選別施設新設

種馬鈴薯集出荷貯蔵選別施設新設（新生地区）

平成　４年 農業情報ネットワークシステム稼働
野菜集出荷貯蔵施設・大根洗浄選別施設新設（西士狩地区）
多目的倉庫新設

〔 年 表 〕

平成　２年 都銀・地銀とのＣＤオンライン提携
平成　３年 Ａコープめむろ店改装
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